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概要：土壌センサシステムを電池駆動する場合，大規模かつ継続的な運用には電池交換による人的コスト
が大きな問題となるため，エネルギーハーベスティング（EH）を用いたバッテリーレス化が期待されて

いる．日射や大気の影響を受けにくい土中の温度変化は小さい一方で，その影響を直接受ける地表面付近

の温度変化は大きいため，地表面付近と土中には温度差が生じている．本論文では，温度差を電力に変換

できる熱電素子を用いることで，いかなる圃場においてもバッテリーレスで駆動可能な土壌水分プロファ

イルプローブの開発を行った．様々な種類の圃場における地表面付近と土中 30 cmの実測温度データと，

熱・電気回路網を利用した提案システムのモデル化を通じ，圃場において平均 80µW–725µWの電力を得
られることを示した．また，提案システムを実装し，圃場環境を再現した状況下での実験にて検証したと

ころ，発電可能な電力はモデル化により求まる理論値の 50 %–70 %前後であった．近年の無線通信機能付

き超低消費電力マイコンは，待機時消費電力が 2.1µW，1 回のセンシングに要する電力量は 100µJ前後
であるため，土壌センシングで一般的な 1 時間周期の測定は十分可能である．以上のことから，地表面付

近と土中との温度差で駆動される，バッテリーレス土壌センサシステムの実現可能性が示された．
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1. はじめに

近年，農業のオートメーション化や栽培のノウハウ管理

を目的とした農業センシングの重要性が唱えられており，

中でも，農作物の生育に決定的な役割を果たす土壌水分量

や地温を測定可能な土壌センサへの関心が高まっている．

例えば，土壌センサのセンサデータに基づいて灌水量を管

理することで，地球上の淡水の 70 %以上を消費している

と言われる農業用水の使用量削減，農業生産性の向上，農

作物の高付加価値化が期待できる [1]．しかし，その他の農

業用センサ同様，現在市販されている土壌センサのほとん

どは乾電池で駆動されており，土壌センサを大規模農業に

導入し，広大な農地へ展開することを想定すると，電池交

換に要する人的・時間的・経済的コストが大きな問題とな
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る．図 1 (a)に示す，我々が従来開発してきた電池駆動式

の土壌水分プロファイルプローブを例に挙げると [2]，1 時

間に 1 回程度のセンシング頻度としても電池寿命の理論値

は 1 年前後に限定される．更には実証実験より，寒冷地や

高温多湿の圃場環境で運用する場合，電池の劣化が激しく，

電池寿命が理論値の約 30 %–50 %に限定されることが明ら

かとなった．また，設置する土壌の影響，降雨や霜などの

水の影響を直接受けるため，土壌センサには防水・防塵加

工が必須であるが，電池交換可能にするという制約のもと

で防水・防塵加工を実現しようとすると，パッキン等の追

加部品が必要となり，さらに筐体の構造も複雑となって製

造コストが増加する．以上より，電池を必要とせず環境か

ら電力を回収することのできるエネルギーハーベスティン

グ（EH）を用いたバッテリーレス化が期待されている．

太陽光 [3]・風力 [4]・RF（マイクロ波）[5]・発電菌 [6]

などの手法を利用することも考えられるが，設置環境に左

右されず環境から電力を回収可能な土壌センサの開発を目

指す場合，これらの手法の欠点が問題となってくる．EH
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図 1 (a) Sensprout 土壌水分プロファイルプローブ．(b)土壌水分

プロファイルプローブの周囲が植生に覆われている様子．

の手法として一般的な太陽光発電は，太陽光が届く状況下

での出力が非常に高くなる一方，図 1 (b)に示すような太

陽光が届かない状況下での出力は著しく低下する．土壌セ

ンサは地表面近くに設置される都合上，生育する農作物に

周囲を覆われた場合，太陽光発電では十分な発電量の確保

が難しくなる可能性が高く，土壌センサと太陽光発電は相

性が悪い．風力発電は可動部品があるために故障のリスク

が高いことに加え，温室などの風の吹かない場所では使用

することができない．RF（マイクロ波）や発電菌が適さな

い理由としてはそれぞれ，農地において TV電波などの環

境電波が期待できないということ，発電菌が生存する土壌

が限られるということが挙げられる．

土壌センサに適した EHの手法として，温度差を電力に

変換（温度差発電）できる熱電素子を用いた熱電発電が考

えられる．地表面付近の温度変動は時間遅延を伴って土中

へと伝播することから，図 2に示すように，地表面付近と

土中には，短期的に見れば 1 日周期，長期的に見れば 1 年

周期で温度差が生じている [7]．土耕であればほぼ全ての

圃場で本現象が通年を通して発生しており，熱電発電は土

壌センサの電力源として有望である．そこで本論文では，

熱電素子を用い，いかなる圃場においてもバッテリーレス

で駆動可能な土壌水分プロファイルプローブ（土中温度差

発電駆動型土壌水分プロファイルプローブ）の開発を行っ

た．提案システムでは，図 1 (a)に示す土壌水分プロファ

イルプローブの下端である土中 30 cmの温度と地表面付近

の温度との差を用いて発電を行う．プローブ内部に設置し

た銅棒にて土中 30 cmから地表面まで温度を導いて熱電素

子の片面に接続し，熱電素子の反対面には，地表面付近の

外気との熱交換が行われるようにヒートシンクを貼り付け

た構造とする．地表面付近と土中との温度差は絶えず変動

し，時間帯によって熱流の方向性が反転するため，熱電素

子出力電圧の大きさ及び極性は変化する．そこで，熱電素

子の出力には整流回路を接続し，更に発電量の不安定性を

補うため，余剰電力量をキャパシタに蓄積する回路構成と

する．

露地・ハウス・凍結土壌・熱帯乾季といった，様々な種

類の圃場における地表面付近と土中 30 cmの実測温度デー

図 2 様々な種類の圃場における実測地温データ．(a) 露地栽培（北

海道帯広市）．(b) ハウス栽培（茨城県小美玉市）．(c) 凍結土

壌（北海道新ひだか市）．(d) 熱帯乾季（インド ベノダ）．

タと，熱・電気回路網を利用した提案システムのモデル化

を通して，圃場において平均 80µW–725µWの電力を温度
差発電によって得られることを示した．また，提案システ

ムを実装し，圃場環境を再現した状況下での実験にて検証

したところ，発電可能な電力はモデル化により求まる理論

値の 50 %–70 %前後であった．近年の無線通信機能付き超

低消費電力マイコンは，待機時消費電力が 2.1µW，1 回の
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表 1 CC2650 の消費電力特性 [8]．

動作電圧 2.1V

Standby-Mode 消費電流 1 µA

Standby-Mode 消費電力 2.1 µW

データ送信時の消費電力量 85 µJ

表 2 KTGM199-2 の特性 [9]．

使用最大温度 200 ◦C

内部抵抗 5.6Ω

熱抵抗（27 ◦C） 0.954K/W

熱起電力 0.72V/K

サイズ 48× 56.5× 1.35 mm

センシングに要する電力量は 100µJ前後であるため，土
壌センシングで一般的な 1 時間周期の測定は十分可能であ

る．以上のことから，土中温度差発電によって土壌センサ

を駆動する，バッテリーレス土壌センサシステムの実現可

能性が示された．

本論文の構成は以下の通りである．2章において，開発

する温度差発電駆動型土壌水分プロファイルプローブのシ

ステム要件と設計に関する説明を行い，3章において，様々

な種類の圃場における実地温データとシステムのモデル化

を用いた発電量シミュレーションを行う．2章の設計に基

いて行った実装と実証実験の結果を 4章で説明し，5章に

て結論と今後の展望を示す．

2. システム要件と設計

2.1 システム要件

土中に穴を掘って土壌水分プロファイルプローブを設置

する必要があるため，筐体構造は設置コストを考慮して設

計しなくてはならない．設置を可能な限り容易にするた

め，図 1 (a)に示すように，センシングを行うプローブ部分

の直径を小さくするのが一般的である．我々はこれまで，

手動のアースオーガを用いて圃場に穴を掘り，塩ビ管規格

（VP規格）VP30相当の太さを持つ土壌水分プロファイル

プローブを設置して実証実験を行ってきた．直径が大きく

なることにより設置時間・設置コストが大幅に増加し，さ

らに，穴の壁面に凹凸が生じてプローブ部分と土との密着

が弱くなることによりセンサ精度が悪化する．以上を踏ま

え，VP30の外径 38mmを土中部分で許容される最大外径

寸法に設定する．

土壌水分センシングの目的はセンサシステムを導入する

個々の農家ごとに様々であるものの，センシング頻度に関

してはある程度の典型化が可能である．営農用途では，潅

水の時期を見極める必要性から土が乾燥していく過程への

関心が高い．乾燥は急激に発生する現象ではないため，セ

ンシング頻度としては 10 分に 1 回程度という短い周期で

はなく，1 時間に 1 回程度の周期が好まれる傾向にある．

本論文でも 1 時間おきのセンシングが可能であるかを判断

図 3 (a) Texas Instruments 製，CC2650EM-7ID-RD [8]．

(b) KELK 製，KTGM199-2 [9]．

図 4 (a)土中温度差発電駆動型土壌水分プロファイルプローブの概

略．(b) 回路図の概略．

材料として用いる．

無線センサノードとして図 3 (a) に示す Texas Instru-

ments製のCC2650EM-7ID-RD（以下，CC2650）を使用す

る [8]．CC2650はイベント発生時，つまりセンシング・デー

タ送信を行う時のみActive-Modeとなり，それ以外の大部分

の時間は Standby-Mode (RTC Running and RAM/CPU

Retention)となる．CC2650の消費電力特性を表 1に示す．

また，熱電素子として図 3 (b)に示すKELK製の高効率熱

電素子 KTGM199-2を使用する [9]．特性を表 2に示す．

2.2 設計

整理したシステム要件を元に設計されたシステム構造に

ついて述べる．図 4は提案システムの概略である．想定す

るシステムでは，図 1 (a)に示す土壌水分プロファイルプ

ローブと同様に，土中 10 cm，土中 20 cm，土中 30 cmの

土壌水分を測定するものとし，土中 30 cmの温度と地表面

付近の温度との差を用いて発電する．センシングを行うプ

ローブの内部に銅棒を設置し，銅棒にて土中 30 cmから地

表面まで温度を導いて熱電素子の片面に接続する．銅棒上

面と熱電素子底面との形状差を吸収するため，厚さ 10mm
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表 3 熱・電気の相似性 [10]．

ポテンシャル 流量 抵抗

温度 [K] 熱流量 [W] 熱抵抗 [K/W]

電圧 [V] 電流 [A] 電気抵抗 [Ω]

の銅板を両者で挟み込み，銅ヒートスプレッダとして用い

る．熱電素子の反対面には，地表面付近の外気との熱交換

が行われるようにヒートシンクを貼り付けた構造とする．

熱電素子と金属間の部品の接着における大きな熱のロスを

避けるため，高熱伝導接着剤を用いる．また，土中 30 cm

と地表面付近以外との熱のやり取りを避けるため，断熱材

で銅棒や熱電素子の周囲を覆う．断熱材厚みを 5mm，プ

ローブの筐体厚みを 3mmに設定して，前節より導かれる

最大外径寸法を踏まえ，銅棒の直径を 20mmに設定する．

地表面付近と土中との温度差は概ね周期的に変動し，時間

帯によって熱流の向きが反転するため，熱電素子出力電圧

の大きさ及び極性は変化する．そこで，図 4 (b)に示すよ

うに熱電素子の出力には整流回路を接続し，更に発電量の

不安定性を補うため，余剰電力量をキャパシタに蓄積する

回路構成とする．

3. 発電量シミュレーション

本章では，様々な種類の圃場にて長期間実測された地温

データを基にして，提案システムが発電可能な電力を求め

ていく．シミュレーションを行うには，設計されたシステ

ムのモデル化・熱解析行う必要がある．システムのモデル

化・熱解析の手法には，一般に用いられている物理シミュ

レータ以外にも熱回路網法という手法が存在する．表 3に

示す熱と電気の相似性に基づき，電気回路手法を用いて熱

の問題を解くのが熱回路網法である [10]．長期間の非定常

状態のシミュレーションを行う場合，熱回路網法と比較

し，物理シミュレータでの解析には多大な時間と計算量を

要する．本論文では，従来から数多くなされてきた熱電発

電を用いた試み [11], [12], [13]とは異なり，発電量を導く

ために熱電素子両面の温度変動を考慮した非定常状態のシ

ミュレーションを行う必要がある．そこで本章では，熱回

路網法を応用したシステムの熱・電気回路モデルを提示し，

様々な種類の圃場における地表面付近と土中 30 cmの実測

温度データをモデルに当てはめることにより発電量シミュ

レーションを行っていく．

3.1 熱回路網法

図 5 (a)に示すように，節点Niに j個の節点を接続した

熱等価回路では，「熱のキルヒホッフの法則」が成り立つ．

この法則は熱エネルギーの保存を表すもので，以下の式で

表される．
n∑

j=1
j ̸=i

1

Rij
(Ti − Tj) = Qi (1)

図 5 (a) 熱回路網．(b) 節点間に熱容量が存在する場合．(c) 熱電

素子のモデル．

図 6 システムの熱・電気回路モデル

Ti, Tj が接続される節点の温度，Rij が Ni と Nj を結合す

る熱抵抗，Qi が節点 Ni の発熱量である．この方程式は，

節点方程式と呼ばれ，節点の数だけ存在する．つまり，未

知数の数と式の数が同じになるため，全ての未知数（節点

温度）を求めることができる．また，熱回路網法では非定

常（時間変化を伴う）問題も容易に解くことができる．非

定常では以下の式のように∆τ 時間の間の蓄熱量が加わる．

n∑
j=1
j ̸=i

1

Rij
(Ti − Tj) = Qi −

Ci

∆τ
(Ti − T ′

i ) (2)

Tiが現在の温度，T ′
i が 1 ステップ前の時間の温度，∆τ が

計算時間のステップ幅，Ci が節点 iの熱容量である．な

お，図 5 (b)のように節点間に熱容量が存在する場合，つ

まり電気回路でいう Foster型回路の場合，各節点は以下の

式で表される．

n∑
j=1
j ̸=i

1

Rij
(Ti − Tj) = Qi −

n∑
j=1
j ̸=i

Cij

∆τ
(∆Tij −∆T ′

ij) (3)

∆T ′
ij = T ′

i − T ′
j，∆Tij = Ti − Tj であり，Cij が節点 i, j

間の熱容量である．
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表 4 システムの熱・電気回路モデルにおける回路素子の値
素子名 SI 単位 素子の変数名

ヒートシンクの熱抵抗（風速 0.25m/s）[14] 0.8 K/W θH

ヒートシンクの熱抵抗（風速 3m/s）[14] 0.27 K/W θH

高熱伝導接着剤の熱抵抗（厚さ 100 µm）[15] 0.0025 K/W θTIM

熱電素子の熱抵抗 [9] 0.954 K/W θTEG

銅ヒートスプレッダの熱抵抗 0.01 K/W θIHS

銅棒の熱抵抗（直径 20mm） 2.38 K/W θP

熱電素子の熱起電力 [9] 0.072 V/K α

熱電素子の電気抵抗 [9] 5.6 Ω r

センサ回路の電気抵抗 5.6 Ω R

銅棒の熱容量（直径 20mm） 320 J/K CP

3.2 システムの熱・電気回路モデル

3.2.1 固体内の熱抵抗・熱容量

熱抵抗 RT [K/W] は，断面積 A [m2]，熱伝導率

λ [W/(m ·K)]，熱が伝わる方向の長さ L [m]とすると，

RT =
L

Aλ
(4)

と表される．また，熱容量 C [J/K]は重量M [kg]，体積

V [m3]，密度 ρ [kg/m3]，比熱 Cp [J/(kg ·K)]を用いて，

C = MCp = ρV Cp (5)

と表される．「RTC」は「時定数 τ」と呼ばれ，電気回路と

同様に，時定数が大きくなると温度変化は遅くなる．

3.2.2 熱電素子の発熱量・吸熱量

図 5 (c)のように，長さ l [m]，断面積 A [m2]，抵抗率

ρ [Ω ·m]，熱伝導率 κ [W/(m ·K)]の金属あるいは半導体が

あり，上部から単位時間あたりQ [W]の熱が定常的に与え

られている．上部高温部 Th [K]からの距離 x [m]での温度

を T [K]とし，電流 I [A]が流れているとする．底部低温部

を Tc [K]とする．この導体のペルチェ係数を π [J/(s ·A)]，

単位温度あたりの熱起電力を α [V/K]とすると，この導

体での単位時間あたり，単位面積あたりのエネルギー収支

[W/m2]は，

q − π(T )J + κ
dT

dx
= 0 (6)

で与えられる．ここで，熱流束 q = Q/A [W/m2]，電流密

度 J = I/A [A/m2]である．これを xで微分して微小長さ

dxに注目すると，エネルギー収支 [W/m3]は，

J
dπ(T )

dx
+ κ

d2T

dx2
= 0 (7)

となる．π(T ) = αT および α = dV/dT，dV/dx = ρJ と

書けることから，

ρJ2 + κ
d2T

dx2
= 0 (8)

となる．境界条件，T (0) = Th，T (l) = Tc を与えると，各

位置での温度 T (x) [K]が，

T (x) = −1

2

ρJ2

κ
x2 +

1

2

ρJ2

κ
lx− Th − Tc

l
x+ Th (9)

と求まる．これを式 (6)に代入し，断面積 Aをかけると，

エネルギー収支 [W]は，

qA− αTJA+ κA

{
−ρJ2

κ
x+

1

2

ρJ2

κ
l − Th − Tc

l

}
= 0 (10)

となる．熱コンダクタンス K = κA
l [W/K]，電気抵抗

r = ρ l
A [Ω] である．よって，高温点 (x = 0)，低温面

(x = l)でのエネルギー収支 [W]はそれぞれ，

Qh = αThI +K(Th − Tc)−
1

2
rI2 (11)

Qc = −αTcI −K(Th − Tc)−
1

2
rI2 (12)

となり，熱電素子の発熱量・吸熱量が導出される．

3.2.3 ヒートシンクの熱抵抗

ヒートシンクの熱抵抗 θH は，ヒートシンク自身の熱抵

抗 θSとヒートシンクから空気への熱抵抗 θSAに分けられ，

θH = θS + θSA (13)

と表される．θS はヒートシンクの材質や表面の面積に，

θSA はヒートシンク周辺の風速に左右される．周辺風速の

上昇に伴い，θSA が減少するため，ヒートシンクの熱抵抗

θH も減少していく．風速の目安として用いられるビュー

フォート風力階級を参考とし [16]，本論文では，圃場でほ

とんど風が吹いていない状況として風力階級 0と風力階級

1の間に相当する風速 0.25m/sを，圃場に体感可能な風が

吹いている状況として風力階級 3の風速 3m/sを対応させ

て議論を進めていく．

3.2.4 システムの熱・電気回路モデルのまとめ

以上より，周辺環境を含めたシステム全体は，図 6に示

す熱・電気回路モデルにて表現可能となる．回路素子の値

を表 4に示す．土中から地表面へと熱が伝導していく様子

のみではなく，発電を行うことによって流れる電流により

引き起こされるペルチェ効果や内部抵抗で消費される電気

エネルギーなどの影響もこの熱・電気回路モデルで考慮す

ることが可能となる．熱電素子中央から外向きに出ている

熱流源 QR [W]が，温度差発電による発電量に相当する．
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表 5 実際の圃場データ
種別 地点 期間

a 露地栽培 北海道帯広市 2016/07–2016/10

b ハウス栽培 茨城県小美玉市 2016/10–2017/01

c 凍結土壌 北海道新ひだか市 2016/10–2017/02

d 熱帯乾季 インド ベノダ 2016/08–2016/11

表 6 シミュレーション結果
平均温度差 [K] 平均発電量 [µW]

周辺風速 0.25m/s

a 0.66 100

b 0.89 183

c 1.53 541

d 0.59 80

周辺風速 3m/s

a 0.77 137

b 1.03 245

c 1.77 725

d 0.69 110

圃場で実測した地表面付近と土中 30 cmの時系列温度デー

タを図 6の Tair [K]，Tsoil [K]にそれぞれ対応させること

で，発電量を見積もることができる．なお，図 6では，土

中 30 cmの温度が地表面付近の温度よりも高い場合を仮定

しており，温度勾配が逆転する場合には図を読み替える必

要がある．

3.3 実測地温データを用いた発電量シミュレーション

従来開発してきた，乾電池駆動の土壌プロファイルプ

ローブを用いて，表 5に示す各圃場にて実際に地表面付近

と土中の温度測定を行った．1章の図 2において，各圃場

の実測地温データをそれぞれ 5 日分示した．3.2節で導出

したシステムの熱・電気回路モデルの Tair・Tsoil に，各圃

場の地表面付近・土中 30 cmの時系列温度データを当ては

め，熱電素子両面の平均温度差・平均発電量を求めた結果

を表 6に記す．なおハウス栽培（茨城県小美玉市）の圃場

において，ハウス内に強風が吹くことは構造上ないため，

表 6の周辺風速 3m/sにおける当該項目は参考値として示

す．圃場の種類によって発電量は様々な変化を示すが，シ

ミュレーションに用いたデータの中では，凍結土壌（北海

道新ひだか市）における温度差が一番大きい結果となっ

ている．これは，土中が凍結しており，土中 30 cm温度が

0 ◦Cから動くことなく，土中温度変動が地表面付近の温度

変動に追随する現象が他の圃場と異なって発生しないため

と考えられる．表 6より，風速 0.25m/s時と風速 3m/s時

では平均発電量に約 15%の違いが生じる．これは，3.2.3

節で言及した，θSA の値が風速によって大きく変わり，熱

電素子両面に生じる温度差が小さくなったためである．

表 1 の CC2650 消費電力特性を参照すると，1 時間に

1 回以上のセンシングを行うためには，5µW前後の発電量
を要する．従って，いずれの圃場においても 1 時間に 1 回

以上のセンシングが可能であることが示された．

図 7 実装したプローブ

4. 実装と実証

4.1 システムの実装

2章にて決定された土中温度差発電駆動型土壌水分プロ

ファイルプローブの構造に基づき，実装を行った．その様

子を図 7に示す．銅棒と熱電素子との間に設置した銅ヒー

トスプレッダをネジ等で挟み込んで固定した場合，その部

分が余計な熱のパスとなってしまうため，銅ヒートスプ

レッダと熱電素子は高熱伝導接着剤にて，銅ヒートスプ

レッダと銅棒はねじ切りにて固定を行った．土中から地表

面に至るまで，一直線の熱流となることを目的として，銅

棒や熱電素子の周囲を断熱材で覆っており，素材には断熱

性に優れたポリウレタンフォームを用いている．なお，筐

体部分は塩ビパイプ（VP30）や 3Dプリンタで作成した部

品から構成される．

4.2 システムの実証

システムの実証を行うため，圃場環境を模した実験環境

を準備した．断熱材で覆われた高さ約 40 cmの箱を土で満

たし，中央にプローブを埋める．土中鉛直方向に温度勾配

が生じている圃場環境を再現するために箱下を実験用ホッ

トプレートで加熱し，風が吹いている圃場環境を再現する

ために地表面付近に扇風機を設置する．銅棒の下端 30 cm

と地表面付近との温度差を様々に変化させ，熱電素子の熱

起電力の測定を行い，熱・電気回路モデルで導かれる理論

値との比較検討を行った．3.2.3節より，ヒートシンクの熱

抵抗値は風速に依存するため，風速測定を併せて行う．

まず，周辺風速を 1m/s に設定し，地表面付近と土中

30 cmとの温度差を 3 ◦C–9 ◦Cまで様々に変化させ，熱電

素子の熱起電力を測定した．結果を図 8に示す．システム

の熱・電気回路モデルを用いて求めた理論値と比較し，実

測値は電圧が理論値の 70 %–80 %程度，発電量が理論値の

50 %–70 %程度であった．また，周辺風速を 3m/sに変化

させた場合も同様に，電圧実測値が理論値の 70 %–80 %程

度の範囲に収まる結果となった．発電量が理論値の 50 %程

度にとどまる場合でも，3.3章の議論より，営農用途で要

求される 1 時間に 1 回以上のセンシングを温度差発電で実
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図 8 システムの実装したものを用いた実測値（青）とシステムの

熱・電気回路モデルを用いた理論値（橙）との比較．周辺風

速は 1m/s．横軸が地表面付近と土中 30 cm との温度差 [K]．

縦軸は (a) が熱電素子の熱起電力 [mV]，(b) が熱電素子の発

電量 [µW]

現可能である．

5. おわりに

本論文では，土中温度差発電を用い，いかなる圃場にお

いてもバッテリーレスで駆動可能な土壌センサシステムの

実装と評価を行った．まずはじめに，露地・ハウス・凍結

土壌・熱帯乾季といった，様々な種類の圃場における地表

面付近と土中 30 cmの実測地温データ，及び熱・電気回路

網を利用した提案システムのモデル化を通じて発電量の算

出を行った．シミュレーション結果より，圃場において平

均 80µW–725µW の電力を温度差発電によって得られる
ことが示された．近年の無線通信機能付き超低消費電力マ

イコンは，待機時消費電力が 2.1µW，1 回のセンシングに

要する電力量は 100µJ前後であるため，土壌センシング
で一般的な 1 時間周期の測定は十分可能である．次に，提

案システムを実装し，圃場環境を再現した状況下で実験を

行った．発電可能な電力はモデル化によって求まる理論値

の 50 %–70 %前後であったが，実装の更なる精密化での性

能向上も十分期待できる．今後は実際の圃場にシステムを

設置し，土壌センシングを継続的に行うことができるかど

うかの検証を行い，土中温度差発電駆動型土壌センサシス

テムとしての完成を目指す．
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